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要 旨 国立病院機構あきた病院（当院）は340床を有し，一般地域医療のほか，重症心身障
害者，神経筋難病患者を対象にセーフティーネット医療を提供している．また，障害

福祉関係事業として，移行期から成人対象に，医療型短期入所，療養介護を行っている県内唯一
の医療機関である．他の医療機関からの紹介件数は約220件/年，うち入院約20件/年，逆紹介は
261件/年である．また，障害者歯科治療も積極的に行っており県内各地からご紹介いただいてい
る．秋田県は，知的障害児者の50%以上が重症であり，かつ，高齢化が進んでおり，当院の重症
心身障害患者も同様である．高齢化にともない合併症の併発も増加し他科との連携も必要な状況
であるが，一方で，本人の意思決定支援に多職種で関わることも重要である．当院では地域の自
立支援協議会施設部会への参加・情報共有，秋田県立医療療育センターと協力し在宅障害児向け
研修・講演，筋ジス協会と連携し県内在住の筋ジス患者の訪問検診など行い患者確保にも努めて
いる．一方で，人材確保・育成として保育士養成大学実習生，医学生や研修医，看護学生，リハ
ビリテーション学生の積極的な受け入れにより，この分野の医療に興味と理解を得るよう各部署
が努力している．また，神経筋難病に関しては，当院は新たな難病医療提供体制で分野別拠点病
院（神経筋分野）に指定され，秋田県難病連絡協議会にて所属関係機関とさらなる地域医療連携
をとる基盤づくりや難病患者相談会などを通して地域の関係者との連携をはかっている．今回，
療養介護事業対象者基準が拡大し，療養介護対象となる神経筋難病患者も増加傾向にあるが，個々
の患者をとりまく地域や多職種関係者との連携をはかりながら，適切な障害福祉サービスを提供
する体制をさらに整備していきたい．
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はじめに

　今回のシンポジウムでは，‘病院が考える地域医
療連携’というテーマをいただき，国立病院機構あ
きた病院（当院）での地域医療連携とそれに関連す
る障害福祉サービスについて現状を報告した．‘地

域医療連携’の目的は，各医療機関が地域の実情に
応じて各々の医療の専門性を活かし，地域の患者が
適切な医療を継続して受けられるようにすることで
ある．国は，地域の実情に応じた難病医療提供体制
の構築について2018年度から新たに整備を進めてお
り 1 ），一方で，障害者については重度化・高齢化を
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踏まえた地域移行・地域生活の支援も考慮し2021年
2 月障害福祉サービス等報酬改定が行われた 2 ）．患
者の医療を取り巻く環境は地域医療連携なしには語
れない時代となっている．

1 　当院の概況

　当院は，日本海に面して秋田県の秋田市と由利本
荘市のほぼ真ん中に位置する．診療科は内科，脳神
経内科，呼吸器内科，小児科，皮膚科，歯科，眼科，
耳鼻咽喉科，リハビリテーション科，外科，整形外
科があり，常勤医13名中神経内科医は 8 名である

（2021年10月現在）．重症心身障害児（者）病棟160床，
筋ジス病棟80床，神経難病/一般94床，結核 6 床の
340床を有している．神経筋難病の長期入院が可能
であると共に，医療型短期入所，療養介護を行って
いる．当院への紹介件数は年間約220件（図 1 ），約
6 割が神経内科宛てで圧倒的に多い．入院紹介，新
入院は脳神経内科入院も含めてやや減少傾向にある
が，稼働率はほぼ動いておらず年々退院患者数が
減っているためと思われた．逆紹介は年間260件程
度である．

2 　神経筋難病病棟について

　過去10年間の脳神経内科入院患者の疾患内訳は，
パーキンソン病（18%），筋ジストロフィー（16%），

筋萎縮性側索硬化症（10%），多系統萎縮症（ 7 %）
等が多く，プリオン病は秋田県サーベーランス担当
にもなっておりご紹介いただくことが多い．
　紹介元は，脳神経内科医，脳神経内科医以外（他
医療機関入院担当医，クリニック），ケアマネー
ジャー，相談支援専門員，難病診療連携コーディネー
ター，県立医療療育センター，障害福祉課，特別養
護老人ホーム相談室などであるが，患者家族からの
直接の相談も多い．県内全域の約30医療機関に脳神
経内科医が関わっており，脳神経内科医からの紹介
患者はすでに診断がついており長期療養を見据えた
紹介が多い．また脳神経内科医以外からは，未診断
の患者紹介や脳神経内科医のいない病院からの転院
相談が多く，ケアマネージャーや相談支援専門員か
らは主治医を介さず直接相談いただくこともまれで
はない．
　当院は，2018年度の国の新たな難病医療提供体制
では神経筋の分野別拠点病院でもある．最近は難病
診療連携コーディネーターを介してレスパイト入院
の相談もいただく．県立医療療育センターからは移
行期医療に関わる部分で転院紹介をいただくことが
多い．
　紹介を受けた後は，医療連携室で初期対応を行い，
患者対応カンファレンスで情報共有し，脳神経内科
ミーティングで内容を検討，主治医を決定し外来予
約となる．転院や入院希望の場合も，事前に患者家
族に外来受診を促し，主治医との顔合わせ，患者の
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図 1　当院への紹介・逆紹介の状況
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希望や病状の確認，病院内施設や病棟見学を行って
いる．療養介護入院の場合はその時に主治医と医療
連携室担当者でその説明を行っている．自宅から直
接入院する場合は，入院時支援実施票に従い，在宅
療養時の病状や服薬状況，食事内容，日常生活動作
自立度，看護・医療提供の関わりの程度など事前に
各職種が確認し情報共有する（年間10件程度）．
　退院調整はこの10年で283件行っている．疾患は
圧倒的にパーキンソン病が多く，薬剤調整や国立病
院機構内で考案したパーキンソン病のリハビリテー
ションプログラム（TSPD）のリハビリ目的の短期
入院が主である．その他，免疫疾患の定期的高ガン
マグロブリン療法，レスパイト入院などの短期入院
も含まれる．退院後，医療連携室を通して在宅療養
に戻し当院への通院継続，また，地域のかかりつけ
医に通院継続とする．また，一例として，20年以上
入院していた筋ジストロフィー患者（胃瘻・NIPPV
使用中）の‘自薦ヘルパーを利用し独居したい’と
いう希望に沿い，３年前から療育指導室と医療連携
室の介入のもと在宅療養に関わる関係者間で退院支
援カンファレンスを何度もオンラインで行い，コロ
ナ禍ではあったが無事に退院するまでの支援も行う
ことができた．本人自らヘルパー面接をオンライン
で行い，そのサポートも行った．退院後は当院の主
治医と地域の往診医や関係スタッフと連携をとりな
がら在宅療養をサポートしている．患者のこのよう
な希望がコロナ禍でも実現できた貴重な経験であっ
たが，何より，ご本人の強い希望があってこそでも

ある．そのような思いを積極的に前向きにサポート
することもわれわれの役目であり，無事に希望がか
なったことはお互いの喜びでもある．

３　重症心身障害児（者）病棟について

　ここ10年で延べ680名（実人数239名）入院があっ
た（短期入院含む）．2021年10月現在入院中の患者
層は50歳以上が45%を占める．短期入院は2019年か
ら患者の送迎を中止したこともあり利用者の実人
数，延べ件数が減少，また，長期の新入院も減少し
ている（図 2 ）．紹介元は，相談支援専門員，県立
医療療育センター，患者家族などである．入院相談
後，まずは医療連携室で対応し医療相談患者対応カ
ンファレンス（０– 2 件/週）で院内関係者間で情報
共有する．重症心身障害病棟担当医と相談し，入院
が決まると医療連携室が市町村福祉課や相談支援専
門員と連絡をとり，入院契約を当院専門職と療育指
導員が対応する．入院時にサービス管理責任者が
ニーズアセスメント作成を行い療養が開始される．
日頃から医療連携室が相談支援事業所，各サービス
事業所（ディサービスなど），県立医療療育センター
と情報共有し，また，療育指導室が地域自立支援協
議会施設部会との情報共有や県立医療療育センター
と連携し在宅障害児向けの研修への協力，医師と共
に在宅筋ジストロフィー患者訪問など行い入院希望
がある患者に対応している．
　入院後も引き続き医療や療養の質は担保されなけ
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ればならない．医療支援（医療の質の維持）として
は原疾患の治療に限らず，原疾患や高齢化にともな
う合併症の治療に対して各科の応援医師の協力によ
り院内対応が可能となっている．また，‘脳性麻痺’
の診断の再確認と適切な検査・治療の提供，抗てん
かん薬の調整などは積極的に行っていく必要があ
る．この点は脳神経内科医も関わりやすい環境にあ
る．残存機能維持のために，呼吸リハビリテーショ
ンも含めたリハビリテーション実施率も100％近い
状況となっているが，介入後も定期的評価と介入項
目の見直しは必要である．療養支援としては，療育
活動，行事参加，社会資源利用のサポートのほか，
本人の意思決定支援を多職種で行っていくことが重
要であり，療育指導室が主体となりこの点について
も取り組みをしているところである．療育指導員の
みならず多職種で支援内容や本人の意思をどのよう
にしたら導き出せるかを情報共有し，統一した方法
で支援することにも取り組んでいる．統合カンファ
ランスではニーズアセスメントの再評価を多職種で
繰り返し行っている．コロナ禍での療養支援には制
約もあるが，感染対策チーム（ICT）の設定する感
染対策行動レベルに応じた中で患者満足度をあげる
工夫をすることが重要である．面会，車椅子作成，
床屋など患者のADLやQOL拡大に結び付く事案に
ついても，感染対策行動レベルに応じ臨機応変に対
応するには，事前にフェーズにそった計画立案を
行っておくことが重要であり，それを丁寧に説明す
ることで患者家族にも理解を得られやすいと思われ
る．
　一方で，職員へは，虐待や身体拘束に関する教育
や研修として，虐待防止チーム部会，虐待防止委員
会，身体拘束カンファレンス，定期的アンケート調
査による啓発など行っている．ナーシングスキルを
使用したチェックリストを全職員にも実施（年 2
回），各部署にて虐待防止目標の作成・呼称問題へ
の取り組み，虐待防止スローガンの作成など行い，
全職員への啓発を今後も継続していく．
　将来を見据えた人材確保という点からは，各職種
の実習生たちを，コロナ禍でも可能な限り積極的に
受け入れ，神経筋難病や重症心身障害者の分野も経
験してもらい興味と理解を得るように多職種で協力
している．とくに，重症心身障害者の医療介入にお
いては，その分野に興味をもって関わってくれる医
師の育成も必要であり，今後の医学教育内容にも期
待したいところである．

４　障害者歯科について

　当院では，障害者歯科外来も設けており患者紹介
が年々増加している．それにともない歯科治療を目
的とした入院件数も増加している（2017年 7 件，
2020年36件）．県内で障害者歯科を行っている施設
はあるが，鎮静・全身麻酔下での治療となると，入
院中に歯科以外の医療的ケアや治療を継続する必要
があり，原疾患や病状に不慣れな医療機関では対応
しにくいと思われるが，当院はそういう意味でも治
療を行いやすい環境と思われる．他院に通院中の重
症心身障害（児）者が歯科治療にともなう短期入院
を繰り返すうちに当院への長期入院に移行する患者
もおり重症心身障害者病棟の患者確保に一役かって
いる．重症心身障害者病棟の患者確保が難しくなっ
てきている現状では，地域や医療機関の事情もあろ
うかと思うが，障害者歯科の人材育成や環境整備に
も力をいれると，その受診を機に患者確保に結び付
くのではなかろうか．

ま と め

　当院は移行期以降のセーフティーネット医療を担
う医療機関であると同時に，神経筋分野の分野別拠
点病院でもあるため，より専門性をもった分野とし
ての地域医療連携の構築，適切な医療や療養の提供
が重要である．また，難病医療連絡協議会や難病対
策地域協議会，難病患者相談会などを通して各関係
機関，患者を取り巻くスタッフとの情報共有に積極
的に関わり，とくにコロナ禍においては患者を孤立
させず，これまでの難病医療を継続していかなけれ
ばならない．
　2021年 2 月障害福祉サービス等報酬改定によって
療養介護対象者の条件も改定された．当院でも新た
に条件をみたす神経筋難病患者も増えている．重症
心身障害者や筋ジストロフィー患者と異なった神経
症状を呈する重症神経筋難病疾患の療養介護サービ
スについては，認知機能や身体症状の医学的評価に
基づく患者満足度の高い適切なサービス内容を提供
する取り組みが重要と思われる．そのためには，こ
の度の障害福祉サービス事業の拡大にむけて，医師
も積極的に関わりながらさらにサービス内容を充実
させたいと思う．また，療育指導室を主体とするサー
ビスを提供する側の人材育成や適切な人員配置にも
留意しなければならない．対象患者は増加傾向にあ
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るが，提供する側のマンパワーは十分ではないのも
事実である．サービスを提供する側の満足度や達成
感を維持することも必要であるため対応が急がれ
る．また，コロナ禍で感染予防策をとりながらの障
害福祉サービスの内容については，患者家族の希望
や思いをくみ取りながら，その時々の感染状況に応
じて臨機応変に対応できるよう事前に行動制限の
フェーズに応じた個々の計画立案を行っておく必要
があると思われた．病院で過ごさざるを得ない患者
が，入院後も医療や看護，介護，療養のどれをとっ
ても満足できるような病院にしていけるよう今後も
各々の質の向上をめざしていきたい．

〈本論文は第75回国立病院総合医学会シンポジウム「地
域に根差した障害福祉サービスの取組」において「病
院が考える地域医療連携 －あきた病院の現状－」とし
て発表した内容に加筆したものである．〉

謝辞；今回の発表にあたり，このような機会を与えて
下さいました国立病院機構箱根病院小森哲夫先生に深
謝致します．
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